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■生産性論争の「情報化」

　前回は、80年代後半の米国でバラ色の情報化社

会像に対する懐疑が生まれたことをみてきた。

Baily　and　Gordon（1988）では、「ソロー・パラ

ドックス」についての明示的な言及はなされてい

ないが1）、彼らの研究は生産性上昇率低下の原因

を解明しようとした点でソローの問題意識（生産

性上昇率が低下したのはなぜか）に適うものであ

った。同時に、その原因を統計上の問題に求め、

コンピュータ利用度の高い業種に焦点を当てて分

析したものの、結果的にそれが否定されたという

点で、いわゆる「ソ下口・パラドックス（情報化

投資が進んでも生産性の上昇が確認されない）」

を支持する結果にもなった。

　「ソロー・パラドックス」を支持する研究結果

はその他にも数々みられた。52年から86年秋での

時系列データを用いて米国製造業の情報化投資を

実証分析したBerndt　and　Morrison（1991）では、

情報化投資の限界利益は限界費用を下回るという

結論が導かれている。また、Roach（1991）は、

この問題をホワイトカラーの労働生産性に絡めて

論じ、脱工業化しつつある米国経済はホワイトカ

ラーの多いサービス部門（非製造業）が雇用を増

やしており、情報化投資の85％はこの部門で行わ
れているぜ壷藤向上しておら武鞍西・経

済全体の効率化を妨げていると主張した。彼は、

米国のサービス部門では毎年1億ドル以上の最新

の情報化投資が行われ、ホワイトカラーの情報装

備率は80年代に倍増しているにもかかわらず、労

働生産性はほとんど上昇していないことを明らか

にし、規制が多く国際競争からも守られているサ

ービス部門では、効率性を度外視した情報化投資

がふんだんに行われたと結論付けた。すなわち、

Roachによればそれまでの情報化投資は過剰投資

だったということになる。

　U．S．　Department　of　Labor（1994）には、情報

化投資と生産性に関する過去の研究成果が整理し

て報告されているが、それによると、80年代から

90年台序盤までは情報化と生産性の間にはポジテ

ィブな関係が確認できないとする結果が数多く出

されていることがわかる。このような状況の中で、



ソロ・一一のコメントは次第に書評全体の文脈から離

れて人ロに謄照し、背後にあった「生産性が長期

的に低下したのはなぜか」という問題意識はかす

んでしまい、「情報技術の導入ははたして生産性

の向上に寄与しているか否か」という、より焦点

の絞られた設問へと移行していった。いわば生産

性論争の「情報化」である。こうして彼のコメン

トは、いわゆる「ソロー・パラドックス」として

その後長く研究者たちの関心を惹き続けることに

なったのである。

階鵬蹴プラスの効果

（1）ミクロ・データの分析

　上でみたように、情報化投資の経済効果につい

ては、99年代序盤までは否定的な見解が多かった

が、この状況は景気回復が3年目に入った93年半

ばを境に変化し始めた。Business　MZeek誌は、

93年6月に“The　Technology　Payoff”という特

集を組んでいるが、その中では情報技術の導入が

生産性の上昇に効果を表し始めたといういくつか

の報告が掲載されている2）。また、翌94年5周期

は、“The　lnfommation　Revolution（情報革命）”

という表題の増刊号を出し、インターネットの普

及などに触れながら、「情報革命は今や臨界点を

迎えつつあり」3）企業、産業、経済の繁栄にとっ

て重要な問題になっていると報じだした。その申

では、過去2年間にみられた生産性上昇について、

「これまで企業が費やしてきた莫大な情報化投資

がついに全面的に開花したことを反映している可

能性がある」4）と論じられ、生産性と情報技衛の

関係が肯定的に報告されている。情報化投資に牽

引された景気鉱大という現実の動きとともに、

「ソ一口・パラドックス」は解消されつつあると

いう認識が産業界で生まれ始めたことを窺わせる。

　これを支持する分析結果は実証研究の中でもみ

られはじめた。その嗜矢となったのが、Brynjol－

fsse難　and　｝litt（1993＞の論文である§）。彼らは、

87年から91年までの367社のミクロ・データをも

とに、企業資産をコンピューータ関連とそれ以外の

一般資産に、労働力を情報関連スタッフとそれ以

外の一般従業員とに分けた生産関数を推定してい

る。そして一般資産の投資収益率（ROI：Return

on　investment）は6．3％なのに対して、　xンピ

za・一一タ関連の投資収益率は81．0％でかなり高いと

いう推定結果をもとに「生産性のパラドックスは

解消された」6｝と結論付けた。

　その一方で、情報化投資の経済効果に否定的な

分析も根強かった。Oliner　and　Sichel（1994）は

上記ソローのコメントを明示的に引用しつつ、デ

ニソン流の成長会計の手法によって、コンピュー

タ導入の成長に対する寄与を計測した。そして、

コンピュータ資本は総資本の中でほんのわずかの

シェアしかないことを示し、ソローのコメントを

もじって、そもそも「コンピュータを至る所で目

にするわけではない」7）と指摘した。その上で、

たとえコンビua一タがかなり高い投資効率（グロ

ス）を有するとしても成長への貢献は低く、また

減価償却の大きさを考慮すると償却後のネットで

はほとんど成長に寄与しないと主張し8）、90年代

序盤にみられた生産性の上昇は景気循環要因によ

るもので、コンピュータ導入の効果によるもので

はないと結論付けた。ただし、彼らは情報技術は

CUンピュータ単独で効果をもたらすのではなく、

通信機器やソフトウェアなどとの結合による効果

を視野に入れるべきだとも指摘し、新たな分析の

必要性と可能性も示唆している。

（2）マクロ・データの分析

　Brynjolfssonらの企業デi・・一・・タによるミクロ・

レベルの分析や、Olinerらの通信機器を視野に

入れるべきとの指摘を踏まえて、篠崎（1996）で

は、コンピュータの勉に通信機器やオフKス機器

も含めた広義の概念で情報化投資をとらえ、マク

ロ・データを用いて情報資本の限界生産性と労働

生産性への影響が実証分析されている。そこでは、

資本ストックを情報関連ストック〈Ki）と一般

資本ストック（K。）に分けた、次のようなコ

ブ・ダグラス型生産関数が用いられている。

　V＝＝　AK．aKE・　L　r　・t・　（1）

　ただし、α＋β＋γ＝1，V：付加価値、

　L：労働

　資本の限界生産性く∂Y／∂K）は、資本ストッ

クを追加的に1単位増加させたときに得られる付
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褒1　情報関連ストックと一般資ホストック投資収益率 （％）

8ry蜘1歪s＄◎窃＆懸1蓬9931 篠織肇996）

一般資本ストック 63（n．a） 2◎．2（12．0）

情報関連ストック 8t◎（67．0） 63．9（48．1）

（出所）Brynjolfsson　and　Hitt（1993）、篠崎（1996）。グraスの収益率。　O内はネット。

（注）Brynjolfsson　and　Hi健は1987年から1991年までの367社の企業データを用いた推計。

　　篠崎はマクq統計を用いた1979年から1994隼までの推計。

表2　労働生産牲の要霞分解と設備の情報化 （％〉

労働生産性

@yIL
一般資本装備率

@　κo／L

資本設備の情報化

@　痘／κo

　その他
�ﾝ備要因

1982－1994 1．33 α45 0．84 α04

（出所）篠崎（1996），p．26，表3－2より抜粋。

加価値の増分であるから、ev、βを求めてそれぞ

れの限界資本生産性を推計することができる。

　　Ov／OK．＝a×AK．a－iKg・Lr

　　　　　　＝a×（V／Ko）

同様に、

　　6Y／6K，＝6×（Y／Ki）

ここで、（1）式を変形して次のモデルを導く。

　ln　VIL　＝　C　÷　（ev　十　B）　lnKo／L　十　filnKi／Ke

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　（2）

　このモデルを推定した結果から資本の限界収益

率を求めると、一般資本ストックの限界生産性が

20．2％なのに対し、情報関連ストックの限界資本

生産性は63。9％とかなり高いことが確認された

く表1）。これは、ミクU・デ・・一一タに基づいて情報

化投資の収益率が高いことを明らかにした

Brynjolfsson　and　Hitt（1993）らの分析結果をマ

クロ的に支持するものであり、情報化投資の経済

効果に対する肯定的な実証結果が、90年代中盤に

ミクロ的にもマクロ的にも現れたことを意味する。

　さらに、上記（2）式は労働生産性（V／L）の変

化が、一般資本装備率くK。／L）要因と資本設備

の情報化（K，／K。）要因で説明できることを示し

ており、一般資本の装備率が上昇するほど、また、

資本設備の情報化が進むほど、労働生産性が上昇

することを表している（表2）。資本設備の情報

化は上昇テンポを加速させており、82年から94年

までの労働生産性上昇率1。33％の3分の2は資本

設備の情報化で説明されることが明らかにされた。

つまり、たとえ情報資本の収益率が高いとしても、

そのシェアが小さいために、全体としての労働生

産性上昇にはさほど貢献しないというOlinerらの

主張は、通信機器まで含めた広義の概念で分析す

れば当てはまらず、情報化投資はマクロ的にも労

働生産性上昇に大きく影響することが確認された

のである。

囮歴史的アプローチによる解釈

（1）40年かかった電力導入の効果

　他方、「ソロー・パラドックス」については歴

史的な観点からも解明が進められていた。David

（1989）は、19世紀末から2◎世紀にかけての第二

次産業革命期にみられた電力技術の導入を対象に、

新技術による生産性向上の実現にはかなりの時間

的ズレ（ラグ）があったことを詳細に検証してい

る。それによると、1881年のニューヨーク中央発

電所建設から約20年後の1899年時点で電気普及率

は製造業で5％、一般家庭で3％に過ぎず、全体

の普及率が5割を超えるのはそれからさらに約2◎

年後のことであった。

　経済社会全体へのプラスの影響はその後ようや

く現れはじめたが9）、それ象での問は旧技術との

並存による非効率が避けられない。例えば工場に

ついてみると、動力源が蒸気機関か電力かによっ
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て工場内の設備配置と作業内容は全く異なる。電

力の利用は工場内のスペース、照明度、維持管理、

安全性の面ではるかに優れているが、稼動可能な

既存の設備装置をすべて廃棄して電力利用型に更

新するのは、旧設備への投資が膨大な埋没費用と

なって経営を圧迫するため、新技術（電力）の部

分的な導入による新旧技術の並存期間が生じざる

を得ない。

　こうした転換の遅れは、人的資源の訓練や組織

管理上のノウハウ蓄積面で非効率の温床となり、

経済全体でみると技術の二重構造による生産性の

停滞をもたらすことになる。しかし、時間の経過

とともにこうした不効率は姿を消し、ある時期か

らは新技術による生産性上昇の効果が全面的に現

れはじめる。電気の発明と電力技術導入の場合は、

それに「40年から50年の時間を要しておりjiO）、

この経過からi類推すると、1950年代頃から始まっ

たコンピュータ開発とその後の商業利用による技

術革新の効果は、1990年代以降にようやく現れ始

めるということになる11）。したがって、それ以前

に生産性の向上を要求することは、「非現実的な

性急さ」12）に過ぎない。また、David（1990）では

統計の問題についても言及されており、既存の経

済活動は統計的にう塞く捕捉できても勃興する新

産業の活動を正確に映し出すことは困難であり、

統計による認知は常にラグを伴うと指摘されてい

る◎

（2）議論に垣間見られる経済への自信

　もちろん、Triplett（1994）が指摘したように、

電力技術と情報技術の導入では価格下落のスピー

ドひとつをとってもかなりの違いがあり、また、

新技術の普及や諭しい仕組みへの移行は蒸気機関

から電力への移行に比べて格段に速く実現してい

る。しかし、人的資源、組織体罰、社会翻度など

の適応が技術そのものの変化に比べて時間を要す

るという問題は今も厳然として横たわるものであ

り、90年代中盤からはこうした歴史的アナロジー一

が一定の説得力をもって広く受け入れられるよう

になっていった。
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　北村（1997＞によると、経済成長には、第1に

労働力や資本などが流入することによる投入増加

による成長、第2に前方関連効果や後方関連効果

による同時的成長、第3に技術革新が波及し生産

性フロンティアがシフトすることによる成長、と

いうパターンがみられ、経済史をみると第1の成

長から第2、第3の成長へと時間とともに動いて

いくことがしばしばみられる13）。このような経済

成長のパターンを視野に入れると、コンビk一極

導入に伴う「ソロー・パラドックス」は、結局の

ところ時間が経過すれば解消されるのではないか

と展望されることになる。

　この議論経過からもわかるように、90年中盤に

なると、情報技術の導入によって生産性が上昇す

るのは次第に暗黙の前提として受け入れられ、そ

れが現時点で確認できない原因は何かをつきとめ

ることに論点が移行してきている。8◎年代におけ

る生産性論争の背景には、果たして米国経済は正

しい道を歩んでいるのかという不安や迷いがあっ

た。これに対して、9◎年代中盤以降の議論からは

そうした意識が薄れ、むしろ、米国経済は正しい

道を歩んでおり、生産性の向上も今は確認できな

いが、間もなく明らかになる、という葭儒のよう

なものが感じられる。この論調の変化に、ソロ

ー・パラドックスが発せられてから10年忌の米国

経済の変貌が窺えるのである。

注

1）この論文に対するDavid　Romerのコメントでは　“com－

　puter　puzzle”（p．427）と表現されている。

2）　Bvsiness　rveek，　j　une　14，1993，　pp．36一一48．

3）　gusiness　Week，　May　18，　1994，　p．12．

a）　MaBdel（1994），　p．26．

5）　Bgsiness　Week〈juRe　l　4，1993，　p．38）．　lj．S．　Depar｛ment

　of　Labor（1994，　p．　l　I）でも取琴上げられている。この論文

　は最終的には1§96年4月に　“Parad◎x　Lest？：Firm・level

　Evidence　on　the　Returfis　te　lnformation　Systems　＄pending，”

　というタイトルの論文としてManagement　Science，　Vd．

　42、No．4に掲載されている。

6）　Brynjolfsson　and　Hitt（1993），　p．2．

7）　Oliner　and　Sichel（1994），　p．314．

8）この点は、Baily　and　Gordon（1988）1：対するDavid　Romer

　のコメント（p．427）でも指摘されている。

9）米国では1920年代以降に製造業の門門棄生農性が急上

　昇している（David　l　989，　p．323，　Figure　4a）。

10）David（1989），p．325．参照。

tl）ただし、　David（1989）では1881年目発電所建設と1971年
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のインテル社によるマイクnプUセッサの翻登とが蟻力

　技徳と情報技徳の同じ発展段階と位罐付けられている
　（9avid　1989，　P．321，　Figure　3．参照）⇔

12）David〈1999＞，　P．359参照c

13）北村く1997），　P．§1参照。
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